
第５次草津市総合計画第２期基本計画

■施策評価シート

施策番号

施策名

施策の概要

成果指標（単位）

平成28年度

目標値 29

実績値

成果指標実績に対するコメント

施策の達成度評価

評価に基づいた平成２７年度取組みについての考え方

施策実績に影響を与えた外的要因その他特記事項

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

〇

○

○

○

○

すべての人の基本的人権の尊重と恒久平和を誓うまちづくりを推進するため、各種の啓発事業や市民活動へ
の支援、多様な人権教育の機会づくりなどを進めます。

人権擁護平和啓発推進事業

人権が尊重されるまちであると思う市民の割合(％)

平成25年度

（※基準値）

26.8

平成26年度 平成27年度

25 27

1－01－①

すべての主要事業で期待どおりの一定の成果があった。

地域においては、「新たな隣保館等の今後のあり方について　基本方針」（Ｈ25.3）に基づき、近隣周辺地域と
の交流と指定管理者制度を視野に取組む。人権教育・啓発については、人権教育基本方針（H25.9）に沿って、
取組む。

主要事業 担当課 達成度評価理由

地域交流促進事業 橋岡会館
講座を通じて地域住民相互および近隣住
民との交流・理解促進を行った。

地域交流促進事業 新田会館

パソコン講座は参加者が少なく交流機会
が希薄だったが、太鼓講座は半数近くが
地域外参加で、継続参加も増加傾向であ
ることから、予想通りの交流が図れた。

地域交流促進事業 常盤東総合センター

平和祈念フォーラムを開催し、人権尊重と
恒久平和の願いを訴えることができた。

学区内を対象に各種講座を開催したが、
近隣から多数の参加があり、交流を促進
することができた。

人権文化の醸成

地域交流促進事業

人権政策課

西一会館

市民意識調査の結果、人権が尊重されるまちであると思う市民の割合は、前年よりも５．６％上昇した。
これまで、隔年で変動している状況があるが、市域や地域また企業での人権教育・啓発の取組が評価を得ら
れたものと考える。

近隣住民が講座に参加した割合は、全体
で64%を占め、適切に地域間交流を図るこ
とができた。

人権と平和を守る都市宣言啓発事業 人権センター
人権のつどいへの参加者は約600名、参
加者のアンケートでは「大変良かった」「よ
かった」が77％を占めていた。
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○

○

○

○

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

人権政策課
西一会館
橋岡会館
新田会館
常盤東総合センター
人権センター
人権センター
人権センター
人権センター
人権センター
人権センター
人権センター
人権センター
人権センター
人権センター
産業労政課企業啓発指導員配置事業

社会同和教育啓発事業
社会同和教育推進事務
各種研究会参加費負担事務
社会教育関係団体活動費補助事業
対象地域社会教育関係団体活動費補助事

同和教育推進協議会活動事業
学区同和教育推進協議会活動事業
同和問題市民講座開設事業

社会教育指導員配置事業
同和教育専門員配置事業

教育文化振興事業
教育文化振興事業
教育文化振興事業

人権総合調整推進事務
教育文化振興事業

人権センター自主事業 人権センター
人権セミナーへの参加者は総勢536名、
参加者のアンケートでは「大変良かった」
「よかった」が86％を占めていた。

市民のつどい開催事業 人権センター
市民のつどいへの参加者は約550名、参
加者のアンケートでは「大変良かった」「よ
かった」が79％を占めていた。

人権センター女性集会開催事業

人権・同和教育研究大会開催事業 学校教育課

９７１名と多くの参加者があり、大会後の
アンケートでは全体会・全体講演・分科会
の３項目で「よかった」と回答した参加者
が、いずれも86％を超え、充実した大会が
開催できた。

青年集会開催事業 人権センター
つどいへの参加者は総勢２２３名、参加者
のアンケートでは「大変良かった」「よかっ
た」が９５％を占めていた。

企業内同和教育推進事業 産業労政課

草津市企業同和教育推進協議会におい
て５回の研修会を開催した。また、市及び
商工会議所職員により、延べ322社の企
業を訪問し啓発を行った。

事務事業 担当課

つどいへの参加者は総勢３７０名、アン
ケートでは「大変良かった」「よかった」が８
２％、そして「学べた」等との感想が記され
ていた。

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。
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■施策評価シート

施策番号

施策名

施策の概要

成果指標（単位）

平成28年度

目標値 29

実績値

成果指標実績に対するコメント

施策の達成度評価

評価に基づいた平成２７年度取組みについての考え方

施策実績に影響を与えた外的要因その他特記事項

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

会館維持管理事務 常盤東総合センター
隣保館デイサービス事業 常盤東総合センター
相談機能強化事業 常盤東総合センター
湖南地区職業対策推進事業 産業労政課

会館維持管理事務 新田会館
隣保館デイサービス事業 新田会館
相談機能強化事業 新田会館

会館維持管理事務 橋岡会館
隣保館デイサービス事業 橋岡会館
相談機能強化事業 橋岡会館

隣保館デイサービス事業 西一会館
相談機能強化事業 西一会館
子育て支援事業 西一会館

環境改善維持整備事業 人権政策課
住民交流啓発事業 人権政策課
会館維持管理事務 西一会館

事務事業 担当課
隣保館等運営審議会運営事務 人権政策課
滋賀県市町人権問題連絡会等事務 人権政策課

人権擁護推進協議会活動事業 人権センター
「いのち・愛・人権のつどい」および「人権尊重
と部落解放をめざす市民のつどい」を開催し、
市民等への人権意識の高揚を図った。

人権センター運営事業 人権センター
人権センターで行う教育・啓発事業や相談窓
口の周知に努めた。平成２５年度は１３８件の
人権相談が寄せられた。

継続した取り組みにより、人権尊重意識が普及してきている。

主要事業 担当課 達成度評価理由

人権擁護推進事業 人権政策課
人権擁護に関する基本方針にかかる実施計
画を策定し、各種事業の推進ができた。

「人権が尊重されるまちと思う市民の割合」がさらに増えるよう、継続してさまざまな事業に取り組んでいく必要
がある。

平成25年度 平成26年度 平成27年度

（※基準値） 27 28

26.8

人権が尊重されるまちであると思う市民の割合は前回に比べ上昇しており、事業等の成果がでているものと考
える。

人権擁護に関する基本方針にかかる実施計画の策定や人権擁護委員等による人権相談等を行った。

人権が尊重されるまちであると思う市民の割合（％）

1－01－②

人権の擁護

市民に対し人権尊重思想の普及、高揚を図るための対策を講じるとともに、人権相談など人権擁護活動の充
実を図ります。

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。
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